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南京国民政府期における文物保護政策 
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おわりに 
 
(要約) 
南京国民政府は1927年から文物保護政策を行った。1928年に入り、「古物保管委員会」
を設立し、さらに1930年6月に文物事業に関する基本法「古物保存法」を公布した。文
化保存政策の推進に関しては、法整備と専門組織の設置の双方において、何れも専門化
が進み、中央集権的方針をとった。本稿ではまず、南京国民政府の文物政策について組
織及び法整備の視点から整理する。次に、1930年の中原大戦後に古物陳列所に所蔵され
ていた文物の南京移転問題を論じる。この問題によって引き起こされた北平の市民団体
の反対運動を通じて、文物と市民意識について検証する。最後には満洲事変後の南遷問
題について検討する。南遷をめぐる南京国民政府内部の問題と、南遷に対する反対運動
を分析した上で文物保護政策における「北平文物」南遷の意味を探る。 
 
はじめに 
 
1931年9月満洲事変が発生すると、中国東北部は翌年2月には日本軍によって大半が
占領され、3 月 1 日に満洲国建国が宣言された。この満洲事変を契機に南京国民政府内
では日本の侵略から「北平文物 １」を保護するために、文物を南遷させる計画が検討さ
れるようになった。その南遷先としては開封、洛陽、西安、上海、南京などが挙げられ
た。 
しかし、当時文物の南遷に関する具体的な動きについては、南京国民政府内部では責
任の所在が定まらず、さらに南遷が不可避となった後も、南遷先の決定が錯綜し、容易
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に定まらなかった。そして、政府外部の動きとして、市民団体による反対運動がストラ
イキなどの動きと連動しながら、新聞や輿論、知識人を巻き込んで、北平で広範に展開
されてゆく。一方で日本軍はさらに華北方面への侵略をうかがい、33年1月には山海関
を越えた。このような状況下において、国民政府内では危機感が高まり、南遷を決断さ
せた。南京国民政府は反対運動を鎮静化させながら、33年2月から5月までの間、5回
に渡って「北平文物」を北平から運び出した。 
ところで、これまで「北平文物」の南遷は満州事変後に初めて南京国民政府内で議論
されたとされてきた。しかし、1930年代の档案を紐解いてみると、南京国民政府による
古物陳列所所蔵文物の一部を首都南京へ移動させる計画は、中原大戦直後の 1930 年 10
月に行政院の会議で既に議決されていたことが分かる。この計画に対して北平の市民団
体は反対運動を起こし、結果としてこの時の南遷計画は実現できなかった。これまで、
1930年の文物南遷計画は看過されてきたが、満州事変後の「北平文物」南遷に対する反
対運動は、この1930年の反対運動の延長線上にあり、両者の間には密接な関係が存在す
ると見るべきである。 
清末から北京政府期を経て、南京国民政府期に入った 1930 年代において、法整備に
よって文物管理はすでに中央集権機構に組み込まれており、他方で市民の文物保護に対
する意識も高まっていた。このような状況下において、南京国民政府が文物に対して取
った保護処置は、その後、日中戦争期に文物の西南への疎開、さらに国共内戦に敗れた
国民党政権が文物を台湾に退去させた一連の処置の原点と位置付けられる。 
近代中国の文物保護事業に関する先行研究には、まず通史的な論考として、史勇の『中
国近代文物事業簡史 ２』と吉開将人の「近代中国における文物事業の展開--制度的変遷
を中心に ３」が挙げられる。史はアヘン戦争から中華人民共和国建国までを対象期間と
して、文物事業全般を網羅的かつ時系列的に整理しており、中国における近代の文物事
業史の全体像を提示した。一方、吉開は文物事業の制度的変遷を、清末から1930年代半
ばまでの期間を対象として、各政権期の文物事業の課題を政治背景などと関連させて考
察している。しかし、吉開自らも述べているように、満洲事変後の文物南遷や日中戦争
期の文物略奪などについては言及されていない。 
また、文物保護政策を法制度の整備過程の視点から考察する論著としては、黃翔瑜の
「古物保存法的制定及其施行困境（1930-1949）」及び「民国以來古物保存法制之誕生背
景試析（1911-1930）」、鮮喬鎣の「中国文物法制化管理的開端—簡析南京国民政府的『古
物保存法』」、をあげたい。また、文物流出を阻止する政策の実施について検証した論考
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としては鮮喬鎣の「民国初期的文物保護政策与措施」及び「簡論北京政府（一九一二〜
一九二七）防止文物外流的措施」及び李守義の「民国初期文物保護工作的歴史考察」が
あげられる ４。これらの論説はいずれも研究の土台となる知見を提供し、档案資料に基
づく実証的な研究であるが、前述の吉開論文と同様に文物南遷については触れていない。 
そのほかに、林伯欣の「『国宝』之旅―災難記憶、帝国想像、与故宮博物院」５におい
ては、これは南遷文物の中心を占めている「故宮文物」にまつわるナショナリズムの形
成を、文物の遷移の視点から説明がなされた。加えて、同研究は故宮博物院の所蔵品に
おける「国宝」の概念を探り、「故宮文物」が数次にわたる遷移の記憶を通じてナショナ
リズムと結合した点を指摘している。しかし、1933 年文物南遷の時点では「故宮文物」
は数多くの所蔵機関の収蔵品により結合された集合体であり ６、決して故宮博物院の収
蔵品のみではないことが見落とされている。 
本論では、上記の先行研究を踏まえつつ、さらに「北平文物」南遷に関係する档案・
文献 ７を用いて「北平文物」南遷の実態を検証する。まず、第 1 節では、南京国民政府
の文物政策について組織及び法整備の視点から整理する。第2節では、1930年の中原大
戦後に古物陳列所に所蔵されている文物の南京移転問題を論じる。この問題によって引
き起こされた北平の市民団体の反対運動を通じて、文物と市民意識について検証する。
第 3 節では、満洲事変後の南遷問題について検討し、南遷をめぐる南京国民政府内部の
問題と、南遷に対する反対運動を分析する。 
 
第1節 南京国民政府期の文物保護政策 
 
 1926年7月に蔣介石の率いる国民革命軍は北伐を宣言した。1927年3月には上海、南
京を掌握し、同年4月に首都を南京に定めた。1927年６月南京国民政府は「中華民国大
学院組織法」を公布し、大学院を全国最高教育機関として発足させた。大学院は国民政
府に直属し、初代の院長は蔡元培である。大学院の下部組織として高等教育処、普通教
育処、社会教育処、文化事業処、総務処、秘書処などが設けられた。その中で、博物館
事業は社会教育処、文物保護は文化事業所が担当することになった。 
1928年3月、南京国民政府は上海において大学院専門委員会の「古物保管委員会」を
設立した。委員は国民党関係者や学者など23名から組織され８、主任委員は張継であっ
た。「古物保管委員会組織条例」の第一条には「本会は中華民国大学院専門委員会の一つ
であり、専ら全国古物・古蹟の保管研究及び発掘等業務の企画と管理を行う」と記され、
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「古物保管委員会」は文物や古蹟の保護政策を立案、外国人による無断な考古調査及び
その文物の持ち出しを阻止する最高級の国家機関とされた。「古物保管委員会」は当初大
学院の専門委員会の一つであったが、1928 年 10 月大学院が廃止され教育部が設立され
ると、「古物保管委員会」は教育部に直隷する組織となった。 
「古物保管委員会」は、行政院に直隷する「中央古物保管委員会」が1934年南京に設
立されるまで、文物に関するすべての保護業務を担っていた ９。この間の最も顕著な実
績としては、外国の考古調査団による中国国内での発掘調査を統制し、発掘に対する中
国の主権を確立したことが挙げられる。 
1928年6月に「古物保管委員会」は北京において「古物保管委員会北平分会」１０を設
立し、当時民間組織の「北平文物臨時維護会」を吸収した。その後、華北地域には文物、
古跡が多く、保存に関する業務も重要との、委員らの提案により、「古物保管委員会」は
北平分会の所在地へと移転し、名称は「北平古物保管委員会」となった。その後、1934
年 12 月に「中央古物保管委員会」に吸収され、「中央古物保管委員会北平弁事処」とな
った。 
一方、文物保護政策に関する法制面では、1928年9月に「名勝古蹟古物保存条例」を
制定したが、これは動産文物と不動産文物についての保護管理法令であった。さらに、
1930年6月に基本法「古物保存法」を公布した。この法案は文物事業に関連する法令の
最上位を占めた。1931年7月に「古物保存法施行細則」が公布され、公有及び私有文物
の管理や発掘規則、文物流通など、「古物保存法」を施行する際のより詳細な規則が定め
られた１１。 
また、1930年に「保存城垣弁法」が公布された。これは、不動産文物についての保護
管理条例である。全国各地に現存する城壁、楼観を保護し、すでに破壊された部分は地
方政府がその修復の責任を負うこととされた１２。一方、動産文物の管理保護については
「鑑定禁運古籍須知」、「古物出国護照規則」などが制定された。例えば、北平特別市政
府は「北平特別市古跡古物保存規則」を制定し、歴史的価値のある文物を外国人へ転売
することを禁止した１３。 
文物事業に関連する法令の最上位に位置する、基本法「古物保存法」は、全14条から
成り、その第 1条には「本法における古物とは考古学、歴史学、古生物学及び文化に関
係する一切の古物を指す」として、中華民国として保存すべき文物の定義及び範囲を明
記している。また、その第13条には「古物の流通は国内に限る。但し中央或は地方政府
直轄の学術機関が研究目的に基づき、人員を派遣し国外へ持ち出す必要がある場合は、
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その主旨を中央古物委員会に呈し、教育部及び内政部両部より出国護照を発行してせし
む１４」とある。ここから、文物の流通を極力国内に止め、海外への流出を阻止する姿勢
が覗える。 
このように、南京国民政府期までの中国における文化保存政策の推進に関しては、法
整備と専門組織の設置の双方において、何れも専門化が進んだ １５。結局、1928 年から
1949年台湾へ退去するまで、南京国民政府は北京政府を引き継ぎ、中国における文物保
護政策を推進する主体となった。満洲事変から日中戦争期において、文物政策の実施や
文物に関わる組織の発足などを中央レベルにおいて推し進め、文物の管理と保護を中央
集権的な形態へ昇華させた。 
 
第2節 古物陳列所文物の南京移転問題 
 
1. 文物の南京移動と市民団体  
1928年北伐完遂後、南京国民政府は首都を南京に定め、北京を北平と改めた。また文
物事業の中央集権化や博物館事業整備の一環として、故宮博物院の管理権強化と南京の
博物館新設を計画した。1930 年中原大戦後、「北平文物」の一部を南京へ移動させる計
画が行政院会議で議決されたが、この計画は北平の市民意識を刺激し、市民団体による
反対運動を惹起した。 
南京国民政府に接収され、国民政府直属の正式機関となった故宮博物院は、内政部の
管轄にある古物陳列所を故宮博物院の管轄下に置きたいと考えていた。故宮博物院理事
会の要請文に応じて行政院は内政部に発令し、1930年10月21日の南京国民政府行政院
第91回会議において、故宮外廷保管・管理権及び付設の古物陳列所を故宮博物院に帰属
させることを決定した。さらに、古物陳列所の文物は瀋陽に由来する部分は瀋陽へ戻し、
それ以外の部分は暫定的に古物陳列所と故宮博物院とに分けて保存するが、将来的には
首都南京へ運搬し、新たな博物館を設立することが計画された。 
古物陳列所の文物を南京に移す計画は最終的には実施されなかったが、この計画が公
になると、北平や天津の市民団体は反対運動を起こした。この時反対運動の中心となっ
たのは、北平各自治区公所 １６及び北平総商会 １７であった。これらの市民団体と政府関
係機関との間において、文物の南京移動の是非をめぐって、文書の応酬が繰り返された。
この時市民団体に生じた北平からの文物移出を阻止する運動は、満洲事変後に起きた文
物南遷に対する反対運動と主体はほぼ同様であり、運動を支えた論理も核心部分では共
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通しており、満洲事変後の文物南遷の際に見られた現象に先行する。 
そこで、市民団体と政府関係機関との間で交わされた文書に見る双方の主張を分析し、
1930年の文物の南京移動計画と市民団体の反対運動に焦点を当てながら検討する。 
 
2.市民団体と政府間の文書の応酬 
1930年10月16日付けで北平各自治区公所が政府に要請した文書は、以下のような内
容であった。 
 
按ずるに、世界各国の大都市は悉く市立博物館を有し、天下の珍品名品を集め、人
民に供しているとか。ここに古物陳列所を北京市自治機関に遷し、博物院に改組す
ることを請願する。……英、伊、日各国から返還された庚子賠償金を、文化保存に
用いることを声明することを請う。財務当局は、賠償金費目を援用して、〔文化保
護の〕拡充改良に用い、以て政治に翻弄されることを防がんことに努めるべきであ
る１８。 
 
この文書には古物陳列所を北平市博物院として北平市に移譲することが主張されてお
り、北平に新たな博物館を建設することによって、古物陳列所の文物を北平から流出さ
せることを阻止しようという意図が覗える。 
この要請に対して、行政院が1930年12月1日付けで、国民政府文官処に発した文書
の中で、次にように回答している。 
 
本件は既に故宮博物院理事会の要請に応じて内政部に発令ずみである。故宮外廷の
保管・管理権及び付設の古物陳列所を故宮博物院に帰属させる諸案件は、既に第91
回院会議において議決されている１９。 
 
行政院は古物陳列所の所属先が合法的な手続きによってすでに故宮博物院に決定した
ことを明示し、「北平自治区公所」の提案を却下した。その発端は故宮博物院理事会の内
政部に対する要請であった。この要請を第 91 回行政院会議で議決したことが、「北平自
治区公所」の要請を却下する根拠とされたのである。故宮博物院理事会による要請は以
下の内容であった。 
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故宮を完全に保護管理するために、〔故宮を〕文化古蹟に変更し、これまでの誤っ
た見方を改める。これにより、一連の処置は円滑に進むであろう。清朝は既に転覆
し、封建体制は終焉をむかえた。元来は中華門から景山に至る紫禁城あるいは皇宮
と称される全区域を廃置したうえで博物院を設置すべきである、……民国 13 年ま
では溥儀がなお内宮を占拠しており、外廷部分を暫定的に内政部の管轄とし、各宮
殿の名称は旧来のままにしていたので、宮殿全体が博物館になったわけではなかっ
た。……一般人には、未だにここは皇居だと思われている。袁世凱のような反逆者
でさえも大和殿を修繕し、皇帝の座を妄想していた。このようなことは例外とは言
え、管理する責任を負う者がその名を正さないと、終始人々を混乱させることにな
る２０。 
 
 この要請文では、次のような主張が確認できる。つまり、故宮〔紫禁城〕全域を古跡
とみなして、故宮がもつ政治性やそれによる誤解を取り除く必要があり、そのために全
域を博物館にしたいが、管理体制が一元化されていないので難航している、といった主
張である。前述の通り、故宮博物院のこの要請は行政院の第91回会議で議決された。紫
禁城の内廷と外廷全体が故宮博物院の管轄に編入され、古物陳列所も故宮博物院のもと
に編成されることになった。北平の文物管理について、故宮博物院を中心に、南京国民
政府が中央集権的な文物制度や管理体制を進めようとする姿勢が見られる。 
 ただし、北平の市民団体が反対しているのは故宮博物院が古物陳列所を管轄すること
に対してではなく、あくまで古物陳列所の文物が南京に移動することである。古物陳列
所の文物が仮に移動されたとしても故宮博物院とそこに所蔵される大量の文物は北平に
存在し続けるのである。 
 
3.市民団体の反対理由と市民意識 
北平の市民団体がどのような理由で、文物が南京に移動することを反対していたのか。
1930年11月13日付けで、北平総商会が行政院に対して「故宮古物を旧例に従い、北平
にて保存・陳列し、文物の南京移動の議決を取り消して、当市の繁栄を維持するように」
と要請した。この文書が発せられたのは、10 月 16 日の「北平自治区公所」の要請から
12月1日の行政院の却下決議が通達されるまでの間である。その主な内容は以下の通り
である。 
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政府組織が南遷する際に、政府が打ち出した北平に対する繁栄策と民政救済策に関
して、一般人士の口に上るようになって、速二年間も過ぎ去ったが、今なおそれは
実施されていない。……このような時期に古物を南方へ動かすことは、民怨を叢生
させることにつながる。北平において古物は歴史的に相当な価値を有するが、貴重
なのは古都ではなく古物である。……今や、歴史的な特性と北平との深遠な関係を
有する古物を南遷させ、新たな博物院を設立しようとしている。故宮の建物のみが
残されても、遊覧考察の価値はもう残されていないのではないだろうか。こうなる
と財政は益々枯渇し、繁栄の主旨とは益々かけ離れてしまう。同じ国民であり、同
じ中華の領土であるにも関わらず、南北地域の違いがあるだけでこれほど不当な差
別がなされてよいのであろうか。……瀋陽に由来する文物は瀋陽に移し返し、その
他の物は絶対に南京へ運搬しないようにすべきである２１。 
 
10 月 16 日付けの北平各自治区公所の要請文書では、北平市立博物館設立による古物
陳列所文物の南京移動の阻止が要請の中心であった。一方、11 月 13 日付けの北平総商
会の要請では、文物が南京に移転することは北平の地位低下に結びつくとして抗議して
いる。北伐完遂後の首都移転には北平市民の間には動揺があったはずであり、それに加
えて、文物を南京へ移動させることによって、北平の歴史的、文化的な価値は皆無にな
ると市民たちは危惧していた。また「瀋陽に由来の物は瀋陽に移し返し、その他の物は
絶対に南京へ運搬しないように」という文言から見れば、北方領域内で文物移動は否め
ないとしながら、南方への移動は絶対反対であるという姿勢には南北格差に対する危機
感が確認できる。つまり、北平を中心とした北方全体の地位低下を防ぐため、古物陳列
所文物の移動は注目を集め、問題にされたのであろう２２。 
その後も数回に渡り、政府と市民団体の間で文書の応酬があったが、南京国民政府の
姿勢は変わらず、文物の首都南京への運搬はあくまでも議決通りに実行するとされた。
当時、北平の市民団体の要請文にはナショナリズム的な表現が散見される。しかし、実
際には、ナショナリズムが問題にされているのではなく、北平の市民意識が文物問題を
きっかけとして新首都南京への対抗意識として噴出したものであろう。吉開も指摘する
ように、当時文物の争奪戦が地域間で起きていた状況があり ２３、「北平文物」南遷を巡
る錯綜はその一事例と位置付けられる。また、北平の市民団体は、台頭しつつある商工
業者を主要な構成員としていた。国家に組み込まれた「北平文物」はもはや国家機構の
専有物ではなく、いわば公共の財産となった。市民としての意識の高まりとともに勃興
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する市民社会にとってその去就は大きな関心となった。文物は政府と市民団体との間に
形成された公的な空間に出現したのである。 
結局、この時「北平文物」の南京移動は実現しなかったが２４、後に満洲事変が発生す
ると、南京国民政府は日本の侵略から文物を守るために南遷を計画する。この時、北平
市民団体は再び反対運動を展開し、それに新聞や輿論、知識人も参加するのである。 
 
第3節 満洲事変後の文物南遷と南京国民政府 
 
1.南遷問題における責任の所在 
満洲事変が起き、日本軍が華北へ接近すると南京国民政府内では再び「北平文物」の
南遷が議論されるようになったが、その実施は難航した。その理由の一つには紫禁城全
域を管理し、大半の「北平文物」を統括していた故宮博物院の国民政府内における位置
づけにあった。当初故宮博物院は国民政府に直属していたため、文物南遷の決議に関係
する機関は、中央においては中央政治委員会、軍事委員会、国民政府、国民党中央党部、
行政院であり、実際の執行機関は故宮博物院、管理頤和園事務所、北平市政府に及んだ。 
満洲国建国から3か月を経た1932年6月時点における蔣介石の文物南遷に対する意思
を確認してみたい。1932年6月19日付けで、蔣介石は蔣伯誠２５へ文物南遷問題に関す
る電文を発した。その電文は「いかなる方法を用いても、必ず古宮〔故宮〕文物及び四
庫全書を開封もしくは西安へ運搬するように２６」とあり、蔣介石が文物南遷の実行を強
く望んでいることが覗われる。 
この蔣介石の指示に対して、張継２７は 6月 26日付けの電文に以下のように答えてい
る。 
 
今夜西安へ赴き、尊意については林主席と商議する。国府から漢卿〔張学良〕に対
して、公務上必要なので四庫全書及び档案を引き出す旨の電文を発してもらうと、
より円滑に進むであろう。小生の考えでは国家の文珍図書は古物よりも重要であ
る２８。 
 
張継のこの要請に対して、蔣介石は「この件についての処置は、やはり貴殿から中央
政府に提案し、責任ある人物を派遣して貰うように」と指示している。この指示通り1932
年8月9日、当時南京国民政府の最高政治決定機関である中央政治会議の第323回会議
次世代アジア論集 第 8 号 
36 
において、「北平文物・文化保護に関する件は行政院、軍事委員会がその決定事項に責任
を持って執行する２９」ことが決定された。これによって南遷の責任機関は行政院、軍事
委員会ということが明示された。 
ところで、故宮博物院３０所蔵などの「北平文物」は直ちに北平から運び出されたわけ
ではなかった。その背景には政府要人のそれぞれの思惑及び北平、天津の市民団体の激
しい反対運動に対する配慮があったのである。1932年12月12日故宮博物院長の易培基
は軍事委員会に次のような文書を発した。 
 
故宮古物、書籍、档案の中で重要な部分はすでに新築の倉庫に集め、約 2000 箱余
りとなった。また、天津英租界及び交民巷にある銀行倉庫も借りた。万が一の時に
緊急避難に使用できるが、随時政府からの遷移指示を待っている。しかし、漢卿は
本件に対して慎重であり、洛陽、上海への遷移には賛成していないようである。地
域の反対も考慮すべきである。漢卿に納得して貰えば、地域の反対は比較的容易に
解決できよう。迅速な指示を下されることを請う３１。 
 
ここには当時の軍事委員会北平分会代理委員長張学良の意向を配慮し、その協力を必
要としたことが窺える。張学良の同意が得られれば、市民団体の反対運動は自ずと収ま
るように思われていた。 
また、文物南遷に関する責任は行政院が負うことに決定しても、政府内の関係各機関
は南遷が重大な責任を帯びる事項であるという認識を持っており、各機関おのおのの立
場から容喙を行った。そして、それが南遷時期及び南遷先の決定を遅らせることに結び
ついた。このような情況において1933年1月5日付けで、故宮博物院長の易培基から中
央政治委員会へ、「山海関における変事〔山海関事件〕は、北平故宮の宝物に影響を及ぼ
した。……現在日に日に情勢が緊迫し、随時保護の対策以外に、いかなる処置を取るべ
きか指示を乞う３２」と「故宮文物」の早急な処置を催促する旨の文書が送付された。国
民政府はこの文書に対して「この件については行政院及び中央政治委員会に通達する。
しかし、本件はことさら重要であり、行政院では対処できない。中央政治委員会に解決
策を求める３３」と返答した。 
結局、「北平文物」の処置に関して、行政院ではなく政府の最高決定機関の中央政治委
員会に委ねられねばならなかった。これは、南遷という問題に直面し文物の国民政府に
おける政治的な位置づけが更に高まったことを物語っている一方で、南遷問題について
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行政院が責任を持って裁断できる状況になく、中央政治委員会に処置を委ねて問題を棚
上げにしたという側面もあった。しかし、結局中央政治委員会においても南遷の実施に
関する具体策は決定できなかった。 
その後の第 339回会議決議では、第 323回会議の決定を確認しただけであったが３４、
中央政治委員会においても結局南遷の具体的事項を決定できず、再び行政院と軍事委員
会に付託された格好となった。このような状況から南遷の実施はなかなか決まらなかっ
た。 
 
2.錯綜する文物の搬出先 
南遷の実施を統括する政治責任の所在が定まらないなかで、文物の搬出先についても
その決定は二転三転した。1932年1月に第一次上海事件が起きると、南京国民政府は西
北地域を長期的な抗戦根拠地とするために、洛陽への遷都を宣言し、西安を陪都に定め
た。しかし、洛陽は一疎開地に過ぎず、同年12月には南京へ還都している。「北平文物」
の南遷先として候補に挙げられた洛陽、開封、西安、上海、南京などは何れも首都もし
くはそれに近い重要都市であるが、「北平文物」の南遷先の決定が錯綜した時期と南京還
都はほぼ重なっており、こうした遷都及び還都が南遷先決定における混乱に影響したと
考えられる。 
1933年1月には日本軍が山海関を越えたことによって華北侵攻が現実味を増してくる
と、「北平文物」の南遷は不可避となった。その中で南遷先の選定が争点となった。「北
平文物」の南遷先について、当時国民政府軍事委員会委員長の地位にあった蔣介石はい
かなる指示を出したのであろうか。 
1933年1月7日付けで張継らが連名で、国民政府主席及び蔣介石へ再度南遷を促す要
請文を発した。具体的な南遷先として洛陽が挙げられていた。張継のこの要請に対して、
1933年1月9日付けで、国民政府から行政院及び中央政治委員会に対して、南遷につい
て密電で各機関に通達、執行を要請することを ３５指示した。「密電」を指示した理由は
やはり市民団体への配慮であると考えられる。なぜならば、前年の12月 20日に政府が
発した文書で南遷を否定したばかりだったからである。また、33年 1月 20日に蔣介石
から張継へ発せられた電文においても、張継の提案に賛意が示され、文物の南遷先とし
て上海を否定し、開封や洛陽を挙げている３６。 
一方、1933年1月27日に宋子文が蔣介石に対して、「易培基は上海において故宮〔博
物院〕の関係組織の設置について既に許可を得ているとか。……古物運搬に当たって、
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交通路線や、軍警の厳密な保護についての指示を請う３７」と要請した。これに対して蔣
介石は「運搬には平漢鉄道を使い、保護に関しては張学良に兵員派遣を依頼すること」
を指示した３８。33年1月28日に張学良から宋子文に「古物護運については既に路局、
憲兵などに指示通りに処理するように命令を下した３９」と返答した。 
 以上の往来文書から見れば、南遷先について、張継は開封や洛陽を主張し、易培基は
上海を主張していた。当初、蔣介石は張継の意見に賛同し、行政院長宋子文は易培基の
意見に賛同したが、蔣介石は、南遷先として上海を推す宋子文に対しても賛意を示した
ことによって、事態はさらに混乱した。しかし、運搬直前には少なくとも北平から文物
を運び出すことにはこれらの関係者の間で合意はできていたことが分かる。 
ところで、相変わらず北平市民団体の反対運動が激しく、絶えず政府に要請文を呈し
た。この情況に鑑み、1933年1月30日宋子文は蔣介石へ以下の電文を発した。 
 
故宮古物及び古物陳列所の南遷に対して北平での反対が激しいため、混乱を避ける
には上海中央銀行へ運搬し、行政院封条を張る。さもなければ各方面から非難を受
けかねない４０。 
 
これに対して蔣介石は「古物は重要であるため、遷滬には賛同できない。やはり南京
へ運搬、保存する方がよい。他の人が反対する理由もなく、反対には法を以て裁く ４１」
と政府内の異論に配慮しながらも、上海への移送を排し、南京へ運ぶことを強く主張し
ている。また反対運動に対しては法的に強固な手段を取ろうとした。 
 その後、南遷先は1933年2月8日中央政治委員会の第343回会議において、開封に保
管することが可決され、漸く南遷先が中央政治委員会によって決議された。しかし、33
年2月12日蔣介石は中央党部葉楚傖秘書長、行政院長宋子文へ次のような電文を発した。 
 
故宮古物南遷第一陣は浦口に到着したが、長く駅に留めおくべきではない。開封は
整備体制が全く整っていないため、やはり南京に留め、中央医院新築の建物に暫定
的に保管し、行政院がその保管責任を負い、中央党部より監督人員を派遣して慎重
を期す４２。 
 
この電文から、文物はすでに搬出されており上海の浦口に到着していたことが分かる。
そして、開封は設備が未整備なので新たに南京を南遷先に指示している。 
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ところが、この指示に対して、張継は1933年2月14日に以下のように答えている。 
 
古物を北平から移出したのち、行政院は上海に、中央政治委員会は洛陽、開封に、
とそれぞれ保管先を議決している。……これは貴殿〔蔣介石〕の主張と同じため、
やはり中央政治委員会の決定した場所〔洛陽、開封〕に運搬する方がよい４３。 
 
これに対する蔣の指示は「中央政治委員会が既に場所について議決したことは知らな
かった。私は特に異論はない。酌量処置すればよい４４」と明白な指示を出したが、2日
前に蔣介石が南遷先を南京の中央医院と指示したばかりだったので、さらに、政府内で
混乱が起きた。例えば1933年2月14日に于右任４５は次のような文書を蔣介石へ発した。 
 
前回の中央政治委員会において古物保存が協議されたが、上海への移送反対が大勢
を占めた。博泉〔張継〕により洛陽、開封で保管するという貴殿〔蔣介石〕の意見
が報告され、その方向に決した。今朝貴殿の電報を拝読したところ、中央医院にて
保管との指示があった。だが、該院は狭く、保存に適さない。小生はやはり中央政
治委員会における議決を奉ずることを至当と考える４６。 
 
このように文物が北平から搬出された後も、蔣介石の矛盾した指示もあって、南遷先
は定まらず現場は混乱したが、2月21日に蔣介石は中央政治委員会へ次のような電文を
発した。 
 
中正はこれ〔故宮古物の保管場所〕に関して異論はない。ただ、些細なことで、多
くの流言を引き起こし、処置できずにいることは、何を以て国民に顔向けできるの
か。直ちに責任機関に切実な処置を対処してもらうよう要望する４７。 
 
 これに対して、1933年 2月 22日中央政治委員会から国民政府に対して、南遷先が暫
定的に変更されたことが伝えられた。その内容は以下のようである。 
 
第343回本会議において議決された故宮博物院搬出の古物及び文献を暫定的に洛陽、
開封に保管する案は既に政府、行政院、軍事委員会に通達した。行政院によればこ
れら古物の総数は数千箱に達したため、保管場所としてはまず、広い建物を確保す
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べきである。次に防火設備や防湿設備を備えていることである。現在、開封、洛陽
には全く用意ができていないため、大量の文物を運び込まれても保管できない。該
院〔行政院〕の第 88 回会議において、暫定的に南京において保管することを議決
し、後に開封、洛陽の施設整備を俟ち、然る後、移送することが妥結された。本件
解決に関し便宜を図って欲しいという、行政院の要請通りに処理することが中央政
治委員会本会議第345回会議で決議された４８。 
 
以上の内容からは、「北平文物」の南遷先をめぐって、蔣介石と政府各機関の間で誤解や
行き違いが発生し、南遷先の決定が混乱したことがわかる。しかし、南遷先が何処であ
れ、華北の緊急情勢に直面し、「北平文物」を安全な場所に避難させることへの共通した
認識は政府内に形成されていた。 
「北平文物」の南遷に当たって争点になったのが南遷の是非以上に、南遷後の保管場
所についてであり、前述したように蔣介石と関係者たちとのやり取りに見られるように、
その選定は錯綜したものであった。南遷の是非は主に政府と市民団体との間で起きた議
論であるのに対して、保管場所の選定は政府内の混乱であった。 
1933年 2月 22日付けの中央政治会議から国民政府への文書において、洛陽、開封に
保管するという決定は動かさずに、現実的な保管場所として暫定的に南京を南遷先とし
たことが通達される。この時点で文物の運び先が定まっていないため、浦口駅に一時的
に保管され、文物の安全を確保するため、憲兵や警察が動員された。その後文物は南京
を暫定的な保管場所と定め、33年2月から5月までの間5回に分けて移送された。その
後、南遷した文物は南京にある行政院ホールや上海のフランス租界にある貸し倉庫にお
いて保管された。36年8月「故宮博物院南京分院」保存庫が完成し、これらの文物が搬
入され、37年に「故宮博物院南京分院」が正式に設立された４９。 
 
3.南遷反対運動と市民団体、知識人、輿論 
(1).市民団体による反対運動と知識人の発言 
 南遷に関する国民政府の動きに対して、北平の市民団体はそれを阻止すべく反対運動
を展開した。その主な組織として、北平自治区各公所、北平総商会、北平工会救国聯合
会などが挙げられる。これに加えて、後述するように北京大学教授も反対運動に加わっ
た。これらの組織は前述のように満洲事変が起きる前の1930年頃、文物を瀋陽や南京へ
運搬する計画が打ち出された時に、反対運動を起こしたのとほとんど同じ団体であった。 
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満洲事変直後にこれらの市民団体の間に起こる南遷反対の動きを、市民団体が発した
要請文から追ってみよう。1931年10月8日満洲事変直後に、「自治区各公所」と「北平
市商会」は連携して国民政府に要請文を呈した。 
 
盛京、熱河から運び戻した古物は、従来、南京、遼寧に分けて移動させる議論があ
ったが、北平自治団体及び商会は慌てて北平に留めることを要請した。実際に北平
は文化の中心であるため、学術資料を散逸させてはいけない。遼寧は国境地帯であ
ることから、古物の貯蔵には適さない。現在遼寧は敵に占領され、重要器物は略奪
され全くなくなってしまった。近日、新聞に四庫全書が運び出された記事が載った
ことから見れば、我々が危惧していたことは不幸にも的中した。今後仮に遼寧を回
復できても、国境国防対策を行うべきであり、博物館を設立することはもはや不可
能である。前案を変更し、該当文物は全て北平に留めるように請願する５０。 
 
この要請文の内容からも、1930年に議決された古物陳列所文物の瀋陽や南京への運搬
はこの時点においては、まだ実行されていなかったことが覗える。また、北平の諸団体
は相変わらず「北平文物」の運搬に反対している。その後、東北の情勢はさらに緊迫し、
32年に満洲国が成立すると、南京国民政府内部では文物南遷が不可避であるという空気
が強まっていった。これに対する北平の市民団体の反対運動も激化し、文物はあくまで
北平において保護すべきことが強く主張された。また当初から南遷後の保管場所を定め
ていなかったことも議論の焦点となり、さらに、この時期に故宮博物院が文物を競売に
かけたことが報道され、輿論の注目を集めた５１。 
その後、1932年11月24日に「北平市自治区公所」は、新聞に前日掲載されていた故
宮博物院文物の洛陽移転に関する記事に関して、国民政府に対して以下の三点を要請し
た。「一に、故宮博物院の文物を移出しないこと。二に、法定民間団体が文物保管に参加
することへの許可。三に、官民協力して北平において文物を保存すべきこと」。また、32
年12月1日に北平総商会も「北平市自治区公所」に同調して、以下の要請文は発してい
る。「一に、文物を北平から移出すると北平の重要性が失われる。二に、鉄道での運送は
文物を破壊しかねない。三に、洛陽には保管設備が欠如している。四に、首都を南京に
戻したこの時期に文物を洛陽へ移転することは不適切である。五に、北平から文物を移
出させると、敵愾心が弱まってしまう」。 
両団体は文物を北平から移出することによって、北平の重要性が失われることを危惧
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し、文物の保護に当たってもっと市民の要望を考慮すべきであると主張した。また、文
物の移動手段や保管場所への配慮が足りない点も指摘されている。特に北平総商会の南
京還都に対する言及は、前述のように、これが文物の南遷先選定を錯綜させた原因の一
つと考えられる５２。 
結局、前節にも触れたように両団体の要請に対して、政府は1932年12月20日付けで
「故宮古物の移転は絶対に事実ではない。これから中央政治会議秘書処より訂正記事が
発表される」と南遷を否定した５３。しかし、その後各機関の間でやり取りされた文書か
ら見れば、これはあくまでも反対運動を鎮めるための一時的な処置であり、その後華北
情勢の緊迫化に伴い、再び「北平文物」の南遷が政府内において議論されるようになっ
た。 
「北平文物」の南遷に関しては市民団体だけではなく、知識人も発言を行っている。
例えば、1932年9月2日の『申報』において北京大学教授の陳寅恪、顧頡剛、呉其昌ら
が連名で、中央政界の要人に要請文を提出した記事が載せられている。教授らは「北平
文物」の南遷を中止するように要請し、文物を完全に保護し、それによって国民の動揺
驚異を鎮めることができると主張した５４。また、胡適も文物南遷について反対意見を表
明した５５。胡適は国際社会の監視下において、日本は古物を破壊することはできず、ま
た、運搬の際に文物が破壊される危険性や南京、上海には適切な保管場所が未だに確保
できていないという三つの理由から南遷に反対した。 
また、1933年2月1日の『益世報５６』に掲載された「古物南遷問題」という社説には、
政府及び南遷反対者の双方に対して批判が展開された。その主な内容は「両者がお互い
信頼し合っていない。古物は政府と国民の双方の代表により管理すべきである」とあり、
文物南遷の議論には公開性が必要であることが説かれている。 
『益世報』の報道によれば、北平の市民団体が南京国民政府に文物南遷の反対を訴え
る電文を発したとある。その内容は文物南遷について北平自治会代表らが市長周大文に
市民の反対意思を伝え、張学良に対し阻止への尽力を求めるものであった。しかし、こ
れに対して張学良は既に中央の命令が下った以上、市民には反対する理由がないと答え
た。結局、市民団体は張学良の力を借りることができずに諦めたという５７。 
この時期、張学良が北平において実権を有していたことは、次のようなことからも判
断できる。1933年2月に「北平文物」を搬出することになったが、北平の鉄道工員が南
遷を阻止するため、ストライキを起こした。蔣介石がストライキを中止させるために、2
月2日に北平市党部に対策を求めたが、情況はいっこうに好転しなかった。33年2月4
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日に故宮博物院長易培基は蔣介石へ次のような電文を送った。 
 
運搬車はある勢力にコントロールされていて、指示を下しても聞かない。強制権は
地方政府にあるので、漢卿に電文を発し、指示を出すことを願う。 
 
これに対する蔣の指示は、「張委員長代理に密電を発す。故宮物品南遷に当たって、運
搬車が動かないため未だに出発していない、至急、迅速に対策を行うように５８」であっ
た。 
 さらに、1933年2月5日、執行情況について陳立夫５９から以下のように報告された。 
 
本会は現在、古物南遷に反対しないよう、工員を説得している。ただし、この件は
恐らく裏事情があるため、徹底的に調査し、該当地域の軍警機関の賛同、協力を得
ることができれば、本会も当然積極的に進められるようになる６０。 
 
文中に「裏事情がある」という記述があるが、具体的に如何なる事情であったかは史料
の制約で現時点では確認できなかった。だが、少なくとも文物を北平から搬出するにあ
たり、工員、市民団体、そして華北当局などとの調整が難航していたことは推し量れよ
う。 
 
(2).市民団体の南遷監視への動き 
文物の南部への運搬に対して、当時の新聞社説には、東北が日本軍の支配下になると
いう予想のもとに、政府にとって国民の命よりも文物のほうが大切なのかという激しい
批判も掲載された。国民党内においても、保管場所の確保は不十分であり、上海の租界
地に保管する案は中華文化の保護を他国に任せることになり、妥当ではないという批判
が上がった６１。 
 1933年2月に故宮博物院の文物の南遷が開始したが、その直後、3月21日の行政院第
92回会議において頤和園に保管されている文物を故宮博物院の文物と共に南遷すること
が議決された。頤和園に保管されている文物は本来王朝の所蔵品の一部であったが、民
国初期から、北平市政府の管轄下に置かれていた。33年3月の時点では故宮博物院の文
物は既に、2 回目の南遷が終えたところであったため、頤和園文物の南遷には目立った
反対運動は起きなかった。 
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しかし、南遷に当たって、北平市政府は各団体を招いて3月23日に会議を行った。こ
れらの団体は「古物保管員会北平分会」、「北平市商会」、「地方法院」、故宮博物院、「筹
備自治委員会」、「北平市教育会」、「北平市国民党部」などであり、以下のような結論に
至った。「明日〔24 日〕午前 9 時に市政府に集合し、各自印鑑を持ち、頤和園へ赴く。
箱詰めに立ち会い監視する。……各団体は箱詰め監視人員の名簿を今日の午後、市政府
に通知する６２」このように頤和園の南遷に対して、北平市政府のもとに集まった諸団体
が迅速に南遷の監視体制を準備したことが窺える。さらに、各団体の立ち会いによって
その公開性が要求されていることが分かる。 
1933年 4月 11日行政院長汪兆銘から北平市長周大文宛の文書において、頤和園南遷
文物の件数は当初予定していた件数との相違があるので、その調査に当たり、行政院、
故宮博物院、内政部から人員を派遣したことが記述されている。この調査に対して、頤
和園側は出発までの時間が足らず、最重要の銅器を優先的に南遷させることにしたと釈
明し、その上、市財政上の都合により、梱包予算が捻出できないため、梱包の費用の支
給を求めている。行政院はこの要請に応じて、頤和園に対して予算を支給した。こうし
たことから、「北平文物」の南遷はこの頤和園の例にみられるように、厳重な管理のもと
で行われたことが分かる６３。 
1933年「北平文物」南遷第一陣が出発した直後の 2月 25日、『益世報』の広告欄に、
故宮博物院は以下のような釈明記事を載せた。 
 
本院は命令に従い、一部の物品を保存のために遷移した。しかし、本院全ての事業
及び一切の院務は全く支障なく、出版物も従来通り滞ることなく編集発行している。
近来問い合わせの案件が多いので、これを声明する６４。 
 
同欄にはこの声明文の他にも、清道光帝期の外交史料や光緒帝期の中仏交渉史料など
の書籍に関する出版情報が載せられている。故宮博物院としては一部の文物を南遷はし
たものの、博物院の日常的な運営には支障がないことを示し、文物南遷を重大視する考
え方を排し、市民の批判を抑えようとした意図が窺える６５。 
 
おわりに 
1930年に発生した古物陳列所文物の南京移動問題は、南京国民政府側から見れば北平
における故宮博物院の管理権強化と南京における博物館新設問題であり、文物事業の中
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央集権化や博物館事業の整備の一環として計画されたものである。それに対してこの計
画は北平の市民意識を刺激し、市民団体に政府が予想しなかったような反発を招いた。
結局、この時「北平文物」の南京移動は実現しなかった。しかし、この時に市民意識と
文物が結びついたことは、満洲事変後の南遷問題の際にも、激しい反対運動を再び引き
起こし、それは一部で市民団体による民主的な監視活動として結実する。 
 一方、満州事変後の文物南遷は1930年の古物陳列所文物の南京移動計画と比べるとそ
の規模ははるかに大きく、反対運動もより激しかった。こうした市民意識を反対運動の
基調としながら、南遷先や保管場所などの技術的な問題もしばしば反対の根拠に挙げら
れている。南遷はこうした市民意識を抑えて強行された側面とともに、一方で市民団体
が南遷を監視するという仕組みが作られる動きにもつながった。 
満洲事変をきっかけに「北平文物」の南遷問題が起きると、南京国民政府内部では南
遷問題に関する意思決定やその実施に関する責任をめぐって、蔣介石、故宮博物院長、
行政院、中央政治委員会の間で文書が盛んに取り交わされるが、南遷の実行に向けて事
態は必ずしも前進しなかった。1933年に入り、日本軍が華北に侵攻すると文物の南遷は
不可避となったが、この段階になっても南遷先は容易に定まらず、蔣介石の指示の不徹
底もあって、最終的に文物の保管場所が南京に定まるまで、南遷先は二転三転した。 
 南遷した文物は1936年に「故宮博物院南京分院」ができあがるまで、約3年間上海に
保管されていた６６。36年12月に上海から文物を南京に移し、37年1月に「故宮博物院
南京分院」として発足した。しかし、37年に日中戦争が始まると、再度文物を西南内陸
へ疎開させることとなった。この時、南遷文物の他に、30年代に入ってから文物調査活
動によって新たに国家組織に組み込まれた文物も共に疎開した。 
南京国民政府という国家機構に組み込まれた文物は、南遷と西南への疎開を経験する
ことで、国家との関係をさらに強めたといえるだろう。南遷に関する政府関係者の間で
取り交わされた文書、政府と市民団体との文書の応酬、ここには文物とナショナリズム
の関係に言及されてはいるが、もはや重要なテーマではない。なぜならば、清末から南
京政府期までの一連の文物に関する法整備から見れば、文物とナショナリズムとの関係
は既に自明のもとなっているからである。重要なのは南遷によって、文物がそれまで持
っていた北平との関係や、故宮というイメージが断ち切られたことである。北平の市民
団体の反発は、「北平文物」から北平という文化的記号がはぎ取られ、「南遷文物」に編
成されて新たに国家機構に組み込まれることに対してであった。 
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翁文灝、胡適、顧頡剛、袁復礼、沈兼士、李済、張人傑、陳寅恪、李四光、徐炳昶、
傅斯年、徐悲鴻、林風眠、易齋、易培基、李宗侗、高魯、劉復である。 
９ 古物保管委員会編『古物保管委員会工作彙報序』古物保管委員会出版、1935年。 
１０ 古物保管委員会北平分会委員は、主任委員が馬衡、委員は沈兼士、陳垣、兪同奎、
袁同礼、葉翰、    羅庸、黄文弼、李宗侗である。以上、古物保管委員会編『古物
保管委員会工作彙報』古物保管委員会出版、1934年を参照。 
１１ 「古物保存法及施行細則案 中華民国18.01.08-24.11.19」国史館蔵、典蔵号：
341.001012111A004。 
１２ 史勇、前掲書、106-107頁 。 
１３ 前掲「古物保存法及施行細則案 中華民国18.01.08-24.11.19」。 
１４ 中国第二歴史档案館編『中華民国史档案資料匯編第五輯文化』江蘇古籍出版社、1994
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年5月、611頁。 
１５ 黄翔瑜、前掲「古物保存法的制定及其施行困境（1930-1949）」、58頁。 
１６ 『北京档案史料』の「1933年頤和園古物南運史料」では「自治会」や「筹備自治会」
という名称  になっており、新聞及び第二歴史档案館収蔵档案では「北平自治区
公所」が用いられている。中国では明代以後、国内商業の発展を背景として、富裕
な同郷商人を中心とした同郷団体が全国的に設立されるようになるが、こうした同
郷団体は会館や公所等と呼ばれた。辛亥革命以後、同郷会が盛んに設立されるよう
になった。19世紀後半から20世紀前半に至っても移民都市の社会経済秩序の維持
に大きな役割を果たしていた。以上、川原勝彦「中共政権の成立と中国同郷団体の
改造・解体--上海の公所・会館の事例を中心に」『アジア経済』、第46巻3号、2005
年3月を参照。  
１７ 1914年9月12日北京政府参政院によって商会法が議決された。全3章60条。本法
に基づいて各    省市、商業繁盛地区に商会の設立が許可された。1929年南京国民
政府樹立後、この商会法は改訂され、9章44条となる。商会設立の趣旨は「工商業
及び対外貿易の発展を図り、公共の福祉を促進する」とされた。 
20世紀初頭になると中国において、商会や自治会は国家と個人を媒介する役割を
果す中間団体として、一定の政治影響力を持つようになった 。中国における商会組
織は清末新政期の資本主義社会へ向かう過渡期に生まれた組織であった。民国初期、
商会は政治政策への関心をもち、そこへ参与しながらやがて政治的な責任意識を抱
き始めた。他方、北京政府期にその機能や規模が拡大した商会組織に対して、南京
国民政府は強力なコントロールを行った。以上は、宋美雲「近代中国における都市
と商会」『現代中国研究』第23号、2008年10月を参照。 
１８ 「北京各機関反対将古物陳列所分散各地及南京古物移帰大学院管理」、中国第二歴
史档案館蔵、全宗号1001、案巻号1786。 
１９ 行政院第91回院会議に決議された内容は以下の通りである。 
1.国民政府の審査により許可され、内政部に発令した。即ち中華門から保和殿まで
の一切の廟廷、従来内政部所管の箇所を故宮博物院に明け渡し、内宮と一同管理
する。 
2.内政部は以前、瀋陽、熱河の文物を北平に移し、外廷の各殿閣において古物陳列
所を附設した。故宮博物院が外廷を接収後、内政部、故宮博物院、瀋陽分院は、
古物陳列所に対し直ちに合同して人員を派遣し、組織を接収する。点検が終了後
に、瀋陽から移してきた部分は瀋陽故宮博物院分院に帰すべきであり、以て瀋陽
は歴史古蹟として完遂する。その瀋陽に由来しない部分は北平故宮博物院と〔古
物陳列所〕相互的に配置する。将来首都へ運搬し、新たな博物院を設立する。こ
れら首都へ運搬予定の古物は暫定的に外廷の陳列所を借用し陳列する。並びに故
宮博物院と内政部とともに、人員を派遣し共同管理する。将来も内政部によって
南京まで運搬する。 
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以上、前掲「北京各機関反対将古物陳列所分散各地及南京古物移帰大学院管理」
を参照。 
２０ 同上、「北京各機関反対将古物陳列所分散各地及南京古物移帰大学院管理」。  
２１ 同上。 
２２  南京国民政府期の華北は自立性が高く、事実上の「分治合作」状態に置かれていた。
国民政府は「中央化」を企図したものの、華北の地方軍事勢力（閻錫山、張学良）
の強固な自立姿勢に対し、妥協を強いられていた（以上、光田剛『中国国民政府期
の華北政治 1928—37年』御茶の水書房、2007年9月、参照）。北平市民の反発も、
こうした華北の自立性の一事象といえるものと言えよう。 
２３ 吉開将人、前掲「近代中国における文物事業の展開--制度的変遷を中心に--」。 
２４ その理由としては、1932年1月に南京、広州両国民政府が合流し、首都を洛陽へ移
ることを宣言したことが考えられる。 
２５ 蔣伯誠はこの時、行政院北平政務委員会委員であり、1932年8月から軍事委員会北
平分会委員及び常務委員に就任。徐友春主編『民国人物大辞典』河北人民出版社、
2007年1月、2243頁。 
２６ 《蔣中正総統文物》、台湾国史館蔵、典蔵号002-010200-00067-040。 
２７ 張継は1931年12月に立法院長に選出されたものの、実際に就任することなく翌年
1月に辞任した。1932年、西京籌備委員会委員長となり、中央政治委員会北平分会
主席、1933年に国民党華北弁事処主任に就任。前掲『民国人物大辞典』、1757頁。 
２８ 前掲《蔣中正総統文物》、典蔵号002-070100-00026-060。 
２９ 《中央政治会議第321至330回会議記録》、中国国民党中央党史会館蔵。 
３０  この時点では、故宮博物院はまだ国民政府に直属しており、行政院と同格であった。
しかし、この時期中国において、権力の中枢は国民党中央執行委員会や軍事委員会
にあった。そして、この状況を追認するかのように、1932年10月12日中央政治委
員会第327回会議において、「故宮博物院の組織及びその所属問題を行政院に交付し、
その弁法を作成して、本会に送付し論議する 」ことが議決され、故宮博物院の所轄
機関が国民政府からそれまで故宮博物院と同格であった行政院へ移行することにな
った。 
３１ 前掲「北京各機関反対将古物陳列所分散各地及南京古物移帰大学院管理」。 
３２ 同上。 
３３ 同上。 
３４ 1933年1月11日中央政治委員会第339回会議において、国民政府から回送された
故宮博物院長易培基の要請に対する対応が決定した。その時の易培基の要請は次の
ようなものであった。内容としては1月5日付けの要請とほぼ同じ内容である。 
「山海関情勢の緊迫化が北平の安全に影響を与えたため、国家文化に関係する故宮
博物院の宝物に対する指示は既に受けている。しかし、現在情勢は日増しに切迫
しており、随時保護を図る上で、いかなる処置をすべきか速電で要請したい。本
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件について、行政院に通達するほかに指示を願う」 
これに対して、中央政治委員会第339回会議において決議されたのは「本会第323
回会議の決議を行政院、軍事委員会に通達し、並びに張継委員、故宮博物院長易
培基の両者に電文を送付し、迅速に処置すること」であった。以上、《中央政治
会議第331至340回会議記録》、中国国民党中央党史会館蔵。 
３５ 前掲「北京各機関反対将古物陳列所分散各地及南京古物移帰大学院管理」。 
３６ 前掲《蔣中正総統文物》、典蔵号：002-080200412009。 
３７ 同上、典蔵号：002-060200012010。 
３８ 同上。 
３９ 劉楠楠、蔡全周、龐璐選編、前掲「故宮博物院古物南遷各方来往函電一組」。 
４０ 前掲《蔣中正総統文物》、典蔵号：002-020200016071。 
４１ 同上。 
４２ 前掲《蔣中正総統文物》、典蔵号：002-060100058012。 
４３ 前掲《蔣中正総統文物》、典蔵号：002-060200016059。  
４４ 同上。 
４５ 于右任(1897.4-1964.11)筆名は神州旧主。陝西省三原県出身。1903年挙人となった。
1906年日本に留学し、中国同盟会に加入した。帰国後の1907年4月上海で『神州
日報』を創業した。1927年4月蔣介石が南京に国民政府を創設すると、于は国民政
府委員、軍事委員会常務委員に任命された。1928年は審計院長に任命され、10月に
故宮博物院参事に就任。1933年2月の時点は監察院長であった。前掲『民国人物大
辞典』、27頁。 
４６ 前掲《蔣中正総統文物》、典蔵号：002-020200016059。 
４７ 同上、典蔵号：002-020200016062。 
４８ 前掲「北京各機関反対将古物陳列所分散各地及南京古物移帰大学院管理」。 
４９ 宋兆霖『故宮院史留真』台北国立博物院、2013年7月、52頁。 
５０ 前掲「北京各機関反対将古物陳列所分散各地及南京古物移帰大学院管理」。 
５１ 当時故宮博物院は資金難のため、歴史、文化に関係ない革製品、食品、薬材などの
所蔵品を処分して得た資金を建物の修繕などにあてていた。1932年9月、3回目の
処分の際、砂金を売却した直後に、院長易培基は古物窃盗の罪で検挙された。監察
院は周利生と高魯の両委員を北平へ派遣して調査にあたった。翌年の1月7日、周
と高は帰京し、国民政府政務官懲戒委員会に対して、易院長の金器売却は違法であ
るとして、糾弾処置を提出した。1月28日北平の記者らが北平地方法院検察署に易
院長を汚職罪で公訴した。その後易培基は院長職を追われ、馬衡がその後任となっ
た。以上、  中華民國史事紀要編輯委員會編『中華民国史事紀要(初稿) 1932年
1月－6月』中華民國史料硏究中心、1971年－2006年、124-138頁。 
５２ 前掲「北京各機関反対将古物陳列所分散各地及南京古物移帰大学院管理」。 
５３ 同上。 
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５４ 「北大教授請中央勿遷故宮古物」『申報』1932年9月2日、第４版。 
５５ 胡適の発言の内容は1933年1月31日の天津『益世報』「古物南遷－共装両千箱一
週内起運将由平   漢隴海転津浦市民反対無力挽回」第2張(二)を参照。 
５６ 1915年10月1日天津で創刊、ローマ天主教教会が中国で発行した中文日刊紙。1937
年9月5日に停刊、1939年1月から昆明で、1940年3月からは重慶で続刊され、1945
年12月1日再び天津で正式に復刊された。宣教新聞としての性格は薄く、当時の中
国内政・外交･経済･軍事･文化・社会などを報道する。 
  『益世報』天津南开大学出版社、2004年。 
５７ 「古物南遷－共装両千箱一週内起運将由平漢隴海転津浦市民反対無力挽回」天津『益
世報』1933.1.31第2張(二)。 
５８ 前掲《蔣中正総統文物》、典蔵号：002-080200094。 
５９ 1933年2月の時点では陳立夫は国民党中央党部組織部長であった。山田辰雄編『近
代中国人名辞典』霞山会、1995年9月、77頁。 
６０ 前掲《蔣中正総統文物》、典蔵号：002-080200-067-010。 
６１ 「古物南遷問題」『益世報』、1933年2月1日。  
６２ 趙家鼎編「1933年頤和園古物南遷史料」『北京档案史料』第1期、北京市档案館、
1995年。 
６３ 同上。 
６４ 「故宮博物院通告」『益世報』、1933年2月25日。 
６５ 実際故宮博物院の運営は日本軍に占領されるまで続いていた。1937年12月24日日
本軍北支那    方面軍によって北京に中華民国臨時政府が設立され、故宮博物院は
臨時政府の管理下に置かれた。その後、1940年に南京に汪兆銘政権が成立すると、
臨時政府は汪兆銘政権の一組織として、華北政務委員会と名を改めた。故宮博物院
の管理は華北政務委員会が引き継いだ。そして、1944年から45年まで間、故宮博
物院は華北政務委員会の指示のもとで日本政府に対して、院内にあった銅缸などの
金属類を供出した。この時「歴史博物館」からも銅砲などが供出され、故宮博物院
が日本に対する金属製文物を提供した。以上、広中一成「国立故宮博物院からの金
属文物の対日『献納』--一九四四〜一九四五年」『軍事史学』第45巻第3号、2009
年を参照。 
６６ 満洲事変後の文物南遷は1933年の2月から5月にかけて5回にわたって行われた。
南京に運ばれた文物の内訳を分析すると、図書及び文献を除けば、故宮博物院の文
物点数は決して多くはなかった 。南遷に当たって「故宮文物」を特別視する考え方
は南京国民政府内にはそれほど強くはなかったということがいえる。これまで、南
遷した文物には、故宮博物院の文物のみならず、北平にあった他の重要な文物も含
まれていることが看過されてきた。南遷された文物は本来「南遷文物」あるいは「北
平文物」と総称すべきであるが、「故宮文物」という言葉にすり替えられたのである。
その理由として、南遷後の文物管理は「故宮博物院南京分院」が中心となったこと、
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「故宮古物」という言葉が故宮博物院文物だけではなく古物陳列所文物を含んでい
る場合が少なくないこと、最終的に台湾の「国立故宮博物院」に所蔵されたことが
挙げられる。 
